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研究成果の概要（和文）：地域農業を効率的に実施し維持する上で、地域農業の展開（地域農業経営）方向の適
正性を確保することが重要である。このためのシステムを地域農業ガバナンスと概念化すれば、昨今の農業従事
者の減少、土地持ち非農家化の増加という環境変化によるガバナンス機能の低下を指摘できる。したがって、地
域農業ガバナンスの機能を維持・強化しうるためにはガバナンス・システムの再編が必要となる。以上のこと
を、理論的および実証的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study has achieved the result as following. Regional Agricultural 
Management (RAM) is necessary to make regional farming efficiency and to keep it going. And, 
Regional Agricultural Governance (RAG) can work to make RAM keeping right way for the region. 
However, the function of RAG is declining due to environmental changes as decrease in number of 
farms, increase in number of non-farmer land owners and so on.  Therefore, reorganization of RAG is 
needed for the region where has the problem to maintain and to strengthen the governance.  

研究分野：農業経営学
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
研究開始当初の背景として，農地流動化によ
る土地持ち非農家化の深化に伴い地域農業
の様々な局面において非効率が派生してい
ることが指摘できる．このような状況に対し
て，既存研究では「地域農業資源の保全管理
労働力の減少」や「農業組織の世代交代の停
滞」等の直接的な現象を対象とする分析が行
われてきた．しかし，このようなアプローチ
はその根底にある要因を解明するには不十
分であり，さらなる農地流動化により新たな
問題が生じた場合の分析枠組みとして必ず
しも有効とは限らない．本研究では，農地流
動化が派生する種々の負の影響・非効率の要
因に関して，地域農業ガバナンスの機能低下
あるいは欠如という新たな視点を仮説的に
設け，要因の構造を解明することを第一の課
題とする．とくに，農業の負の外部性に起因
する問題の顕在化という新たな事象に関し
ては，より詳細な分析を行う．この成果を踏
まえ，第二の課題として，個別農業経営およ
び地域農業に生じている非効率の改善を図
るための地域ガバナンスの再編と機能化の
論理構築を試み，加えて，現場での具体策を
検討するものである． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，農地流動化が高度に進展し
ているがゆえに集落内の農業組織の機能低
下等といった問題が生じている地域を対象
に，地域農業の維持・振興方向の適正性を担
保する「地域農業ガバナンス」の再編と機能
化の論理を構築し，生産現場での具体策を検
討することである．なぜなら，当該地域では
農地流動化による土地持ち非農家化の深化
が，個別農業経営と地域農業の二つの次元間
の相補性の希薄化をはじめとする種々の非
効率を派生しており，地域農業ガバナンス 
の再編と機能化が急務となっているからで
ある．ついては，まず，二つの次元間の相補
性を戦略的に維持・強化することを目的とす
る「地域農業経営」概念を，コーポレート・
ガバナンス論を援用することにより構築し，
これを分析枠組みとして研究目的に接近す
る． 
 
３．研究の方法 
本研究は，次の三つの分析項目(1)(2)(3)
への接近を方法として遂行される． 
(1)農地流動化による負の影響・非効率 
(2)農業の負の外部性に起因する問題の顕在化 
(3)「地域農業経営」の確立と「地域農業ガバナ
ンス」の再編と機能化 
これら分析項目について，第一に国内調査
として農地流動化が進展している地域の実
態把握，問題の洗い出し，要因分析を行った
上で，地域農業経営概念を分析枠組みとする
定性的分析および定量的定量分析を行う．第
二に，地域農業ガバナンスに関わる海外の事
例調査を行い，国内と国外の比較制度分析の

視点から，日本の地域農業ガバナンスの特殊
性を整理する． 
第三に，以上の成果を踏まえ，新制度派経
済学の方法等を援用しつつ地域農業経営の
確立および地域農業ガバナンスの再編と機
能化に関する論理構築を図る． 
 
４．研究成果 
(1)農地流動化による負の影響・非効率 
「小規模兼業農家の土地持ち非農家化の急
速な増加は，ある一面において「規模の不経
済」を生み出す．稲作経営では用排水路や溜
池，農道等の地域農業資源を適正に保全しつ
つ，水管理や畦道等の管理作業を行う上で多
数の労働力を必要とする．担い手経営や集落
営農への農地集積が進展しても同じであり，
これらの作業を担う労働力として農地所有
者の協力が望まれることになる．換言すれば，
「農地を委託したら，後はノータッチ」とい
う土地持ち非農家が増加すれば，稲作経営に
おける規模の不経済化を速めることになる．
この点に関して，個別経営では農地借入の条
件として農地所有者による（労賃支払いを伴
う）農道管理を課す地域がある．農地所有者
の協力を得ることになしには，規模拡大に伴
う不経済を防ぐことができないのである． 
一方，集落営農が利用権設定により農地を
集積する上で，組織員の地域農業への関心の
低下を防ぎ，土地持ち非農家を生み出さない
工夫の必要性が指摘されている．このため，
あえて農地集積を行わず作業受託事業にと
どめ，農家が経営を担う体制を維持する集落
営農もある．地域農業への関心の維持・醸成
に基づく組織員の事業参加こそが，組織とし
ての危機対応を可能とするのである．逆に，
一般の組織員は地代を受け取るだけの集落
営農にあっては，事業に直接携わる役員のみ
が事業成果に対する危機感を抱いており，規
模拡大に関わらず多局面での躊躇を生み出
すことにもなる．」（雑誌論文⑩） 
 
(2)農業の負の外部性に起因する問題の顕在化 
「農業の負の外部性に起因する問題が顕在
化しつつある．例えば，農村では次のような
農作業時の問題をよく耳にする． 
・早朝の機械作業時の騒音 
・籾摺り作業時の粉塵 
・農業機械の圃場間移動に伴う道路の汚損 
・農薬や肥料散布時の悪臭・飛散 
・稲わらの焼却時の煤煙   等 
これらの住環境に対して負の影響を与える
農作業に伴う外部性は以前からあったが，小
規模農業経営が地域農業の多数派であった
時は，作業が分散され影響が小さかったこと，
また，「お互い様意識」があったことにより
大きな問題になることは少なかった．しかし，
農業経営の規模拡大により個々の農作業に
派生する負の外部性が大きくなり，同時に，
地域内の非農家割合が上昇することにより，
負の外部性を抑制し住環境を維持すること



の重要性・優先性が高まっている．このよう
な社会および農業の構造変化により，農業の
負の外部性は地域社会における農業者と地
域住民間のコンフリクトの要因となり，また，
問題は深刻化している．さらに，そのことへ
の対応は農業経営にとって新たな経営管理
対象の一つとなり，種々の費用を増加させて
いる．同問題に対して，農業者組織が上述し
たガバナンス機能を充足しているときには
大きなコンフリクトとなる前の対処が可能
であった．しかし，農業者組織のガバナンス
機能が低下する一方で，その機能を代替する
主体が存在しないとき，農業の負の外部性に
起因する問題が顕在化するのである．」（雑誌
論文⑥） 
 
(3)「地域農業経営」の確立と「地域農業ガバナン
ス」の再編と機能化 
以下，図を参照．「地域農業ガバナンスの欠
落によりリーディング経営をはじめとする
個別農業経営，地域農業，さらには地域社会
に種々の非効率や問題が生じつつある状況
に対しての，地域農業ガバナンスの再編に関
する理論構築を試みた結果は以下の通りで
ある． 
第一に，新たな地域農業ガバナンスは，地
域農業関係主体をプリンシパルとし，リーデ
ィング経営をエージェントとする構造へと
再編される．その際，ガバナンスが対象とす
る問題により，狭義のガバナンスと広義のガ
バナンスに区分され，それぞれにプリンシパ
ルと求められる機能が異なる． 
第二に，狭義の地域農業ガバナンスにおい
ては，プリンシパルである一般個別農業経営
および農地委託者は，エージェントであるリ
ーディング経営が担う事業運営に関して，各
主体間の経済効率性のバランス化を基準と
して事業運営を評価する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第三に，広義の地域農業ガバナンスにおい
ては，プリンシパルである地域住民（農家，
土地持ち非農家，非農家）は，農業の外部性
が地域社会の住環境等に与える影響への対
処を対象として，同じくエージェントが担う
事業運営を評価する．なお，この点で地域農
業関係主体間に信頼関係を確立し，これを基
礎として互恵関係を形成することが，地域農
業経営に求められることになる．そのために
は，公式的な場において事業に関する情報開
示を行い，関係者間の情報の非対称性を是正
し取引費用を低減することが重要となる． 
第四に，以上のことは，農業ガバナンスの
再編とは「個」対「個」を「地域農業関係主
体組織（プリシパル）」対「リーディング経
営集団（エージェント）」という関係へ再編
する側面を有することを意味する．」（雑誌論
文⑥） 
 
なお，海外事例に関する実証分析の成果と
して，ドイツ農村女性連盟の支部活動におけ
るガバナンスの機能化の論理を以下に示し
ておく． 
「ドイツ農村女性連盟の支部活動における
ガバナンスに関して，二つのガバナンス論を
手がかりに大きくは 4点を指摘したい．第一
に，総会を有する組織構造において公式なガ
バナンスが健全に機能していると同時に，こ
のような構造が支部活動の方向性の適正化
機能を充足しうるのは，日常から活発に議論
を行う組織員の特性に依るところが大きい
といえる．身近な支部活動から全国組織の運
動に至るまで，その内容について組織員によ
る議論がなされ適正化が図られているので
ある．この点に関してコーポレート・ガバナ
ンス（CPG）論の視点からは，ガバナンス機
能の源泉として，組織管理から独立したガバ
ナンス機関（総会）を制度化することの有効
性を指摘できる． 
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図 農地流動化地域における地域農業経営の再編 
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同時に，コミュニティ・ガバナンス論の視
点から，ガバナンスが機能化する源泉として
の組織員個人が果たす役割の重要性を指摘
できる． 
第二に，段階制をとる組織にあって郡支部，
および州支部の役員会に各下部組織からの
参加者を得ることにより，段階間の情報格差
を抑制し，組織員のニーズに的確に応えられ
る企画作りを行っている．同じく，段階間で
の企画の補完や調整が可能となり企画の適
正性の確保を図っている．つづいて第三に，
組織管理のまとめでも指摘したが，支部活動
の実施に当たって協力スタッフを設置する
ことはガバナンスを強化する効果を有する．
すなわち，一般組織員が活動の主催側として
参加することにより，その適正性を検討する
ことになるのである．これら第二，第三の点
について CPG 論の視点から，組織管理を担う
役員会の構成メンバーを多様化することに
より，役員会自体が，非公式ガバナンスが機
能化する場となることを指摘できる．このこ
とは，役員会が，組織管理を担う役員自身へ
のチェック機能を有する場になり得ること
を意味する．また，第三の点について CMG 論
の視点から，第一の点での指摘に加えて個人
会員の意見を反映しうる機会を設定するこ
との重要性を指摘できる． 
第四に，全国組織が研修会の内容をリーデ
ィングすることより，活動の方向性にブレや
ズレが起こりにくくなる（「半公式ガバナン
ス」といえる）．同時に，具体的なプログラ
ムは支部の専権事項であることにより活動
の自由度が担保されている．これらの段階制
と段階間の関係に基づくガバナンスは，事例
に関しては有効に機能していると考える．こ
の点について，CPG 論の視点からは，支部役
員を外部からコントロールするためのチェ
ック機能を担う全国組織の役割を指摘でき
る．」（雑誌論文①） 
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